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産業クラスターとコミュニティー・キャピタル 
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1. はじめに 

本研究は、今治海事クラスターを解明するための分析枠組みを検討するものである。 

われわれは、この数年、今治海事クラスターを研究してきた(Nishioka,2021ab,2022,2025)。 

Nishioka(2021ab,2022)では、Tanaka(2018)が繊維・アパレル産業集積に用いた分析枠組みを

用いて、「なぜ、今治海事クラスターは集積を維持・発展できているのだろうか」という問

いのもと、仮説形成のための探索的研究を実施した。しかし、学会報告1では、Tanaka(2018)

の分析枠組みを調査対象に安易に当てはめすぎて、現象に秘められた特徴を見落としてい

るのではないかという批判や Nishiguchi and Tsujita(2016)のコミュニティー・キャピタルを

分析枠組みとした方が良いのではないかという意見があった。確かに、繊維・アパレル産業

集積と海事クラスターでは、同じ産業集積といえども産業構造が異なる。また、Nishiguchi 

and Tsujita(2016)の調査対象である中国・温州と今治の地域性は類似しており、コミュニティ

ー・キャピタルも分析枠組みの候補となる可能性もあった。 

その後、今治の企業家活動にキリスト教が与えた影響を分析した Nishioka(2025)では、コ

ミュニティー・キャピタルを試験的に用いて、その影響を効果的に説明することができた。

ただし、この分析枠組みには、Saxenian(1994)に対する「産業集積に固有の経済的メカニズ

ムを解明するという視角が脆弱」という批判(Kikkawa,1998)と同様の批判がなされるとも考

えられた。社会・文化的側面に光を当てた研究では、コミュニティー・キャピタルは有効だ

が、経済的メカニズムも同時に分析できる枠組みの検討が必要であると考えた。 

そこで、われわれは再度、分析枠組みを検討するために、産業集積や産業クラスターに関

する既存研究を検討した。経済的・社会的メカニズムの両方を効果的に説明できる理論とし

ては、Porter(1990,2008)が有力であると考え、Nishioka(2026)で Porter の産業クラスター論を

再検討したものの、社会的メカニズムを十分に説明することはできないと考えられた。 

本研究では、以上のような経緯を経て、Nishioka(2021ab,2022,2025,2026)をもとに、今治海

事クラスターを解明するための分析枠組みを構築するための論考を行った。この論考を行

う上で、われわれは、経済地理学や社会学ではなく経営学の視座に立つこと、すわなち、ク

ラスターが企業に与える影響、更には企業がクラスターに与える影響を分析するという立

場を明確にした。そして、以下では、①既存研究から産業集積の類型を確認し、②今治海事

クラスターがどのような産業集積の類型に位置づけられるのか検討した。そして、③経営学

 
1 2021 年 2 月 28 日開催の第 10 回アントレプレナーシップ・コンファランス。 
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分野における日本の産業集積や産業クラスターを扱った既存研究を、その調査対象から、産

業集積の類型上に位置づけた。④以上をもとに今治海事クラスターの分析枠組みを選び出

し、それを用いて「説明できること」と「説明できないこと」を明確にし、⑤説明できない

現象を説明するには何が必要か理論的に考え、結論として、産業クラスター論にコミュニテ

ィー・キャピタルや企業家活動Ⅰ・Ⅱを導入した分析枠組みを提示した。 

2. 今治海事クラスターとは2 

海事産業とは、海運業と造船業と舶用工業のことを指す。近年、海事産業に金融・教育・

政府機関を加えて海事クラスターと呼ぶようになった。 

古代より瀬戸内海は重要な海路で、海に関する産業が発達した。結果、海事なら何でも揃

う瀬戸内サプライチェーンを構成するようになり、瀬戸内海事クラスターと呼ばれるよう

になった。そして、瀬戸内海事クラスターで中心的な役割を果たしているのが今治に本社を

置く企業で、近年、今治は今治海事クラスターと呼ばれるようになった。 

戦前、今治地域の産業は繊維産業が中心であり、造船業と海運業は小規模であった。戦前

は造船所で木船・木鉄船を建造し、海運業者はそれらを利用し、塩田の塩、塩田で必要な石

炭、地場産業の瓦の輸送等にあたった。これらの企業は全て中小企業であり、当時は鋼船建

造能力もなく、鋼船を買う資金もなかった。しかし、戦後の高度経済成長期にこれら中小企

業が技術力と資本力を高め急成長していく。ただし、成長してもその経営者たちは、本社を

今治に置き同族経営に徹した。70 から 90 年代の造船・海運不況を生き抜いた各社は、2000

年頃には日本の海事産業で主要な地位を占めるようになっていく。 

今治にとって決定的な出来事は、平成の大合併であった。2005 年、作為的に海事産業の

盛んな周辺町村を取り込み日本最大の海事産業都市を形成し、この頃から今治海事クラス

ターとマスコミでも報道されるようになってきた。 

現在、今治市内には 14 の造船所があり、今治に本社を置く造船会社の船舶建造量合計は

国内シェアの 60％程度と推測される。舶用工業についても BEMAC、潮冷熱、真鍋造機は中堅

企業に成長し、これら主要 3 企業の売上だけでも 400 億程度と推測され、造船・舶用だけで

今治市内に 1 万人の雇用を生み出している。また、今治地域の外航船主は、世界 4 大船主の

１つとされて「今治オーナー」と呼ばれ、日本の外航船の 30％を保有し、内航海運につい

ても今治市は日本一の会社数を誇っている。 

最も注目すべきは 2009 年から 2 年に 1 度西日本最大級の国際海事展バリシップを継続開

催し、回を増すごとに規模拡大して、海事といえば今治というイメージを創り出してきたこ

とであろう。 

これまでの研究から、今治の経済メカニズムの強さのポイントは 3 つあり、①造船業と舶

用工業の間に成立する柔軟な分業構造、➁船を建造するためのシップファイナンス、③船舶

建造需要を搬入する船主の存在があげられる。対岸広島の海事産業との決定的な違いは船

主の存在であろう。このような経済メカニズムの誕生を史実からみていくと、そこには血縁

 
2 Nishioka(2021ab,2022,2025)をもとにまとめた。 
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や縁戚、地縁、宗教、無尽、企業組合活動など社会的メカニズムの作用が要所に見受けられ

た。 

かつて世界一のシェアを誇った日本の船舶建造量は、2002 年に韓国に、2009 年には中国

に敗れる。船舶建造量の推移をみれば、日本の造船業ははっきりと成熟産業であると言え、

また、船舶建造量は微減していることから衰退産業にさしかかろうとしているとも言える。

しかし、四国四県の船舶建造量3をみれば、微増しながら上昇傾向にある。実際、1980 年の

船舶建造量と 2024 年のそれを比較すると 3 倍の数値になる。このような事実から、われわ

れは、今治には成熟した産業がどのように成長の道を辿るのかというヒントが隠されてい

るのではないかと考えている。これが今治海事クラスターを研究する面白さである。 

3. 産業集積の類型からの検討 

(1) 産業集積の類型 

中小企業論では、伝統的に日本の産業集積を、①特定の製品に限定されず多様な製品分野

に関連する多様な多数の大企業や中小企業からなる「大都市型」、②特定の巨大企業中心に

関連の協力企業が集まり形成される「企業城下町型」、③特定の製品に関連する多数の専門

化した中小企業からなる「産地型」の 3 つに類型してきた(Yoshinaga,2014; Watanabe,2022)。

しかし、Porter(1990)以降、これらの 3 分類は、伝統的産業集積(Kanai,2003)と呼ばれ、産業

クラスターとは区別されるようになった。 

伝統的産業集積と産業クラスターの違いは 4 点に集約できる(Kanai,2003)。すなわち、①

伝統的な生産要素の比較優位を強調するのではなく、知識ベースの新しい生産要素の重要

性を指摘していること、②企業だけではなく、大学、自治体などの多様な組織を包含してい

ること、③費用の最小化を強調するのではなく、イノベーションの意義を強調していること、

④集積内における競争の意義を明確に示していることである。Porter(2008)による産業クラ

スターの定義、「特定分野における関連企業、専門性の高いサプライヤー、サービス提供者、

関連産業の企業、関連機関（大学、規格団体、業界団体など）が競争しつつ同時に協力もし

ているような地理的集中状態のこと」からも、その違いは明確に理解できる。 

このように、産業集積は伝統的産業集積と産業クラスターに 2 類型でき、さらに伝統的産

業集積は 3 類型できる。本研究では、この類型を使って産業集積を分類したい。 

(2) 今治海事クラスターと産業集積の類型 

今治海事クラスターは、産業集積のどの類型に位置付けられるのだろうか。 

今治は人口 14 万人程度の地方都市であり、多様な製品分野に関与しているわけではない

ため大都市型からは除外される。産地型は、有田の陶磁器や燕の洋食器等を指すものであり、

陶磁器等の特定製品の分業を念頭においている。造船業と舶用工業は分業関係にあるとし

ても、分業関係にない海運業を含む今治海事クラスターは産地型からも除外される。それで

 
3四国四県の造船所の多くは今治に本社のある造船企業の傘下にあり、四国四県の建造量は

そのまま今治の生産量を表しているとみることができる。船舶建造量に関するデーター

は国土交通省及び四国運輸局のホームページを参照している。 
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は企業城下町型はどうであろうか。現在では今治造船が業界シェア 1 位であることを考え

れば、企業城下町型といえそうだが、今治造船グループ以外の造船所も 11 か所あり、舶用

工業はどの造船所とも公平な取引を行っており、国内外航船の 30％を持つといわれる外航

海運会社、日本一の会社数を誇る内航海運会社にも支えられていることから企業城下町と

もいえない。 

以上から、今治海事クラスターは伝統的産業集積には位置づけることができない。それで

は、産業クラスターには位置づけることができるのだろうか。造船業を中心に考えると、需

要を持ち込む海運業、供給産業である舶用工業、金融機関や商社といったサービス提供者や

関連機関も存在し、クラスター内企業も競争関係にあり、その中からイノベーションを実現

してきている。このような現象から考えて、今治海事クラスターは、その名称はもとより、

実内容も産業クラスターの類型に位置づけることができる。 

(3) 日本の産業集積を扱った経営学分野の代表的研究と産業集積の類型 

今治海事クラスターの分析枠組み選択のために、日本の産業集積を扱った経営学分野の

代表的研究4がどの類型の産業集積を説明し、何を明らかにしてきたのか検討してみたい。 

Itami el al. (1998)は伝統的産業集積の 3 類型を対象にしているといえる。リンケージ企業

や柔軟な専門化、場といった概念を通じて集積の継続理由を明らかにした。年代的に国内産

業の空洞化の問題とそれに伴う各地の産業集積衰退という背景のもと、それを維持するに

はどうすればよいのかという視点が強い。Nishiguchi el al. (2003)は大都市型と産地型が対象

であり、中小企業ネットワークに注目し、そこから享受されるいくつかのレントを明らかに

した。産学官連携やインキュベーション施設の事例も扱い産業クラスターも一部対象には

しているが大半は大都市型と産地型が対象である。Kanai(2005)は産業クラスターを対象と

して、2 つのタイプの企業家活動を識別し、産業集積やクラスターの創造・展開プロセスの

分析に企業家活動を明示的に取り入れた。Kato (2009)は大都市型を対象として、産業集積が

再生産されるメカニズムとして需要変動に対応する仲間型取引ネットワークという概念を

提示した。Nagayama(2012)は企業城下町型と産業クラスターを対象に、日本的なスピンオフ

連鎖について実践コミュニティーを鍵概念に明らかにした。Yamada(2013)は産地型を対象に、

陶磁器産地のビジネスシステムの形成とその革新性を企業家活動の視点から明らかにした。

Tanaka (2018)は産地型を対象に、産業集積の維持・発展要因として、需要搬入と分業を調整

する商人的リンケージ企業の役割を明らかにした。 

以上の研究の特徴として、Nishiguchi el al. (2003)、Kanai(2005)、Nagayama(2012)以外は、

伝統的産業集積の維持や活性化を課題としており、産業集積に需要をどのように持ち込む

のか、集積内でどのように分業をアレンジするのかという視点が強く、その対象が機械、金

型、繊維産業、陶磁器など比較的単純な産業構造であることが特徴である。また、これらの

研究では、集積をどう維持し、活性化するのかという議論はあっても、集積内の企業成長は

 
4 既存研究のレビューだけではなく、実証を行っていて、よく引用されているものに限定

した。実証を行ったものも国の産業クラスター計画等に関する研究は除外した。 
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仮定されていない。中小企業の存続は仮定されているが、成長の仮定はない。Itami el al. 

(1998)や Kato (2009)、Tanaka (2018)は、Piore and Sabel(1984)のインパナトーレの影響を強く

受けているが、インパナトーレは毛織物産業で流行需要を持ち込み、柔軟に下請を再編成す

る存在であった。インパナトーレはブローカー的存在であり、基本的には企業成長ではなく

案件ごとに集積をコーディネートして、集積の現状維持に貢献しうる存在であろう。

Kanai(2005)や Nagayama(2012)でも、集積やクラスターでスピンオフする創業の姿は描かれ

ていても、その後に集積内企業が成長していく姿は描かれていない。ただし、例外として、

Yamada(2013)は、有田で環境変化に対応するために、個人経営の陶業者を糾合した香蘭社と

深川製磁が伝統的な窯元とは別に企業成長しながら産地の発展に貢献していることが明ら

かにされている。 

また、Porter(1990,2008)のダイヤモンド・モデルを厳密に使用した研究は、Porter(1990)の

日本のロボット産業の事例分析以外は存在していない。 

4. 今治海事クラスターの分析枠組みの選択とその説明可能性 

(1) 分析枠組みの選択 

以上の産業集積の類型の検討から、今治海事クラスターの分析枠組みとして、有望なもの

は何か考えてみたい。 

伝統的産業集積を対象とした研究の分析枠組みは、比較的単純な産業構造を持っている

産業でなければ適用は難しい。そのため、海事産業や関連産業・機関から構成されている今

治海事クラスターの分析には適さない。また、今治海事クラスターでは、約 80 年間に及ぶ

企業成長があった。この企業成長も伝統的産業集積論を対象とした研究の分析枠組みでは

上手く説明できない。 

以上の点から勘案すると、Porter(1990,2008)の産業クラスター論が、今治海事クラスター

の分析枠組みとしては有力であると考えられる。Porter(1990,2008)の産業クラスター論では、

複数企業からなるクラスターが、そして、集積内企業間の激しいライバル間競争やイノベー

ションが仮定されており、そこでは企業の成長も仮定されている。以下では、

Porter(1990,2008)の産業クラスター論を簡単に振り返り、それを使うことで何が説明できて、

何が説明できないかを考えてみたい。 

(2) Porter(1990,2008)の産業クラスター5 

Porter(1990,2008)の産業クラスター論は、彼の競争戦略論の延長線上に存在する。

Porter(1980)は、業界構造分析法として 5 つの競争要因を示し、それらに対処しながら他社

に打ち勝つための 3 つの基本戦略を示した。そして、Porter(1985)は基本戦略の実施方法に

ついて、競争優位の源泉として価値連鎖概念を示し、それを更に強化するために競争スコー

プという概念も提示した。続いて Porter(ed.)(1987)は競争戦略をグローバル競争に拡張した。

グローバル企業は比較優位ではなく競争優位を構築すべきだと主張し、国が国内の企業に

対してグローバルに戦える優位を与える環境を提供するグローバル・プラットホームとい

 
5 Nishioka(2026)を要約した。詳細は Nishioka(2026)を参照。 
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う概念を提示した。この概念は産業クラスターへの萌芽となり、彼の理論における「環境」

は業界構造から国へと拡張されることになった。 

 Porter(1990)は、国の競争優位の決定要因について、「要素条件」「需要条件」「関連・支援

産業」「企業の戦略・構造およびライバル間競争」から成るダイヤモンド・モデルを示した。

ダイヤモンドは 4 要因の相互強化システムであり、1 つの決定要因の効果は、他の要因の状

態に付随して動き、外部経済を生み出す。彼は、これに「政府」と「チャンス」を追加して

ダイヤモンド・モデルを完成させた。このダイヤモンド・モデルは、地域にも適用可能で、

これを使えば、産業クラスターの経済メカニズムは効果的に説明可能となる。Porter(2008)で

は、産業クラスターを明確に定義し、それは①生産性の向上、②イノベーション、③新規創

業を通じて、競争に影響を与えると主張した。 

 また、Porter(1990)では、①「要素推進」、②「投資推進」、③「イノベーション推進」、④

「富推進」から構成される国の競争的発展の 4 段階モデルが示されている。最初の 3 段階

は、国の競争優位が継続的にグレードアップしている段階であり、通常は国の経済的繁栄の

積極的な上昇と結びついている。第 4 段階では、国の経済は停滞し衰退する。彼はダイヤモ

ンドを利用して次のように各段階の特徴を表現している。①要素推進段階では、優位性を基

礎的生産要素から引き出し、要素条件だけに優位性がある。②投資推進段階では、優位性は

積極的に投資しようとする国や企業の意欲と能力に基づくようになり、関連・支援産業以外

の決定要因が競争優位の源泉になる。③イノベーションによる推進段階では、すべての決定

要因が機能し、その相互作用も最高潮に達する。④富推進段階では、過去の富によって推進

される経済はその富を維持することができず衰退へと向かう。 

国の競争的発展の 4 段階モデルとダイヤモンド・モデルを使えば、マクロ、メゾレベルで

は、産業クラスターを効果的に分析できる。時系列で産業クラスターの誕生、成長、発展過

程を、発展段階ごとのダイヤモンドで分析することも可能だろう。 

(3) Porter の産業クラスターの限界 

①クラスター内アクター間の相互作用 

しかし、Porter(1990,2008)の産業クラスターには限界があり、クラスター内アクター間の

相互作用について効果的な分析枠組みが提示されていない。Nishizawa(2012)や Tanaka(2018)

でも、ダイヤモンド・モデルのネットワークや組織間関係の中身や詳細については十分な議

論がないことが批判されている。 

Porter(2008)では、この点を説明しようとする努力がみられ、新たな概念を導入し、事例で

アクター間の相互作用を説明しようとしている。スピルオーバーという概念で、ある分野の

経済活動が他分野に及ぼす影響を示した。また、公式・非公式の組織化や文化的な規範が一

定の役割を果たすこと、社会的絆がクラスターをまとめ価値創造プロセスを助けること、産

業クラスターでは効率の良い疑似垂直統合を実現可能という記述もあり、特に相互作用や

信頼関係を適切に表現しようとする努力がみられた。経済的メカニズムだけではなく、社会

的メカニズムも見ようとしている。しかし、事例は提示されているものの、ミクロレベルの
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アクター間の相互作用については、そのメカニズムを上手く説明できる概念や理論の導入

など工夫が必要である。 

②クラスター内の企業家活動 

 また、Porter(1990,2008)の産業クラスターの重要な骨子たるイノベーションや新規創業の

主体である企業家や企業家活動についても、アクター間の相互作用と同様、詳細な説明や分

析枠組みの提示はない。どのような企業家や企業家活動なのか、ミクロレベルでそのメカニ

ズムを上手く説明できる概念や理論の導入が必要である。 

5. 産業クラスターと「コミュニティー・キャピタル」や「企業家活動」の視点 

(1) Nishiguchi and Tsujita(2016)のコミュニティー・キャピタル 

われわれは、Porter(2008)で示された非公式組織やネットワーク、社会的な絆、文化的背景

は、Nishiguchi and Tsujita(2016)のコミュニティー・キャピタルを導入すれば、その相互作用

やメカニズムが上手く説明できるのではないかと考えている。 

Nishiguchi and Tsujita(2016)のコミュニティーとは、特定のメンバーかどうかを区別する明

確な基準（メンバーシップ）が存在する中範囲の社会を扱うものである。そして、コミュニ

ティーに起因するパフォーマンス上の違いを分析するための鍵概念がコミュニティー・キ

ャピタルである。これは、特定のメンバーシップによって明確に境界が定まり、その成因間

でのみ共有されうる関係資本のことを指す。 

この視点に立脚すると、Porter(2008)のいう非公式組織やネットワークはコミュニティー

として認識でき、その相互作用やメカニズムを解明できる。社会的な絆やネットワーク効果

もコミュニティー・キャピタルの一種と捉えることが可能である。 

また、この視点を導入するメリットは、従来のソーシャル・キャピタル概念を分化できる

ことにもある。コミュニティー・キャピタルは、ヒューマン・キャピタルとは分析のレベル

が違い、また、社会全般にいきわたる社会規範や国民文化に基づくソーシャル・キャピタル

とも異なり、それら二者の中間概念として位置づけられる。Tanaka(2018)では、産業集積の

ダイナミズムを分析するためにソーシャル・キャピタルを用いているが、彼は、社会全般に

いきわたる社会規範や国民文化に基づくソーシャル・キャピタルの立場に立つ Putnam の定

義を用いており、Nishiguchi and Tsujita(2016)のようなソーシャル・キャピタルの分化は行っ

ていない。しかし、われわれのみるところでは、おそらく Tanaka(2018)がソーシャル・キャ

ピタルだと主張しているものは、コミュニティー・キャピタルではないかと推察している。 

ただし、Nishiguchi and Tsujita(2016)にも課題がないわけではない。Nishiguchi and 

Tsujita(2017)は、参与者を結びつけ集団的目的に駆動する社会的な仕組みが存在する限り、

「地域社会や民族性に根ざした血縁・同郷者の間」からも、あるいは、「非血縁者同士のビ

ジネス関係」からも、表面的な差異を超えて、似通った機能と帰結を伴うコミュニティー・

キャピタルが発生し、彼らの共存共栄を促進すると主張している。これに対して彼らは、全

く同じ切り口で両者を十分に説明しきれないことは容易に推測されるとし、ゲマインシャ

フトとゲゼルシャフトの境界問題とも併せて、この説明は今後の課題だとしている。 
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われわれは、分析枠組みを考えるために、ここでこの課題を考えてみたい。ゲマインシャ

フトは、血縁、地縁、精神的結合にもとづく自然発生的な関係であり、本質意志によって結

ばれ、感情的な絆や一体感が重視されるものである。ゲゼルシャフトは、国家、都市、企業

など、利害や目的の達成のために人為的に作られた関係である選択意志によって結ばれ、合

理的、機能的な関係である。これらの概念は Tönnies(1887)が示したものであり、一次元上に

位置づけられる理念型である。ここで、ゲマインシャフトに類似した Ouchi(1980)のクラン

をこの両概念に位置づけてみたい。クランとは、Ouchi(1980)によれば、高い身内意識を背景

として、濃密で全人的な社会的同化プロセスを介して醸成される高度な目標の一致など、一

連の組織内統制メカニズムの集合体であるという。彼は、いわゆる「市場か組織か」の議論

について、このクランをその中間に位置づけた。クランは日本語に直訳すると氏族や一族と

いう意味があるが、Ouchi(1980)は、血縁という意味で用いているのではなく、あくまで、価

値観と信念の共有にもとづく組織内統制メカニズムだと主張している。この概念を加える

と、クランは、ゲマインシャフトとゲゼルシャフトの中間に位置する概念だということが理

解できる。このように考えると、地域社会や民族性に根ざした血縁・同郷者の間から発生す

るコミュニティー・キャピタルはゲマインシャフトに、非血縁者同士のビジネス関係から発

生するコミュニティー・キャピタルはクランに位置づけることができると考えられる。 

(2) Kanai(2012)の企業家活動ⅠⅡ 

 Porter(1990,2008)の産業クラスターでは、重要であるにもかかわらず詳細が明示されてい

ない企業家や企業家活動についてどのように考えればよいのだろうか。これについて、

Kanai(2012)で提唱されている企業家活動Ⅰ、企業家活動Ⅱ（企業家プラットフォーム）の概

念を導入すれば企業家活動を詳細に説明することできる。ダイヤモンドでは企業家活動か

らイノベーションや新規創業が活性化されるが、この概念を導入することで、いわゆる創業

や既存企業での革新といった企業家活動Ⅰと創業やイノベーションを生み出す仕組みを構

築する企業家活動Ⅱを分類することができる。 

(3) 今治海事クラスターの事例からの概念整理 

 以上で検討したコミュニティー・キャピタルや企業家活動Ⅰ・Ⅱの概念を用いて、

Nishioka(2021ab,2022,2025)を再検討してみたい。 

Nishioka(2021ab,2022,2025)で、今治海事クラスターの形成や発展過程では、「血縁・縁戚」

「地縁（無尽）」「キリスト教」「海運組合」「塩業組合」「タオル組合」「商工会議所」が重要

な役割を果たしていることは理解していた。われわれは、Nishioka(2021ab,2022)まで、これ

らを一括りにソーシャル・キャピタルとして同列に扱っていた。しかし、コミュニティー・

キャピタルを用いれば、これらは範囲が確定されたコミュニティーとして認識できる。そし

て、ゲマインシャフトやゲゼルシャフト、クランの概念から考えると、これらは同列に扱っ

てはならないことが理解できる。すなわち、①血縁や縁戚によるもの、無尽など伝統的風習

によるもの、キリスト教など宗教によるのもの（ゲマインシャフト）、②海運組合、塩業組

合など同一産業の企業のみで何らかの目的を達成するためにつくられたもの（クラン）、③
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商工会議所など地域経済の共通目的を達成するためにつくられたもの（②とは別種のクラ

ン）の３つに分類することができる。これらにそれぞれ①コミュニティーⅠ、②コミュニテ

ィーⅡ、③コミュニティーⅢという名称をつけた。 

 これに企業家活動ⅠⅡの概念を加えると、更に詳しい説明ができる。通常の創業やイノベ

ーションを企業家活動Ⅰとすれば、コミュニティーⅡやⅢで行われる企業家活動は企業家

活動Ⅱと認識できる。造船業や海運業、地域インフラ事業も、成長するためには資本の糾合

やイノベーションが必要だった。今治では各種組合活動や商工会議所活動が複雑に絡み合

いコミュニティーⅡやⅢで企業家プラットフォームが構築されていたからこそ、事業機会

や資源にアクセスでき企業成長が可能になったと考えることができる。今治に存在するコ

ミュニティーⅡⅢは重複する共通のメンバーを通じて繋がっており、何らかのコミュニテ

ィー・キャピタルを醸成し、それを利用して企業家は企業家プラットフォームを創り上げて

いる（企業家活動Ⅱ）。今治の企業家たちは、いくつかのコミュニティーに所属することで、

コミュニティー・キャピタルや企業家プラットフォームを巧みに使い、企業家活動Ⅰを成功

させている姿がみられた。 

 以上をまとめると、Porter の国の競争的発展の 4 段階モデル、ダイヤモンド・モデル、コ

ミュニティー・キャピタルや企業家活動ⅠⅡを融合し、今後の研究に活用できる以下の図 1.

のような分析枠組みを導くことができる。 

 

図 1．Porter のクラスター論と関連概念の整理と分析枠組み 

 

 

 図 1.から考えると、次のようなことも推察できる。ゲマインシャフトがないとクランは上

手く成立せず、ゲマインシャフトがない場合のクラン成立には Nishiguchi and Tsujita(2017)
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が主張する成功体験が必要ではないかと考えられる。 

また、産業クラスターの発展段階を第 3 変数として、ダイヤモンド・モデルでのコミュニ

ティーの役割に注目すれば、コミュニティーの比重はⅠからⅢへと移り変わるとも考えられ

る。ただし、コミュニティーⅠの役割は発展段階ともに低下するものの、経済的メカニズム

の強さはコミュニティーⅠの存在に左右されるとも考えられる。実際、今治商工会議所は、

現在でも、役員や議員についてみれば、その多くが血縁・縁戚、地縁でつながっている。こ

のように、国の競争的発展の 4 段階モデルとダイヤモンド・モデルと併せて分析すれば、発

展段階に応じて重要なコミュニティーも変遷することが理解できる可能性は高い。 

6. まとめ 

 本研究は、あくまで更なる実証研究のための分析枠組みの試論である。Porter(1990,2008)

の産業クラスター論の限界を補うために、コミュニティー・キャピタルと企業家活動Ⅰ・Ⅱを

導入し、関連概念も含め概念整理を行ったことで、今治海事クラスターを探求するための新

たな視点を得ることはできた。一定の分析枠組みがなければ現象を紐解いていくことはで

きないだろう。この分析枠組みを指針として、今治海事クラスターという現象を整理しなが

ら、説明できない事象について、われわれは分析枠組みを構成し直す努力を継続させるだろ

う。われわれはその中で産業集積理論の発展も志向したいと考えている。 

最後に、2026年 6月時点での最近の今治海事クラスターの動向を示して終わりとしたい。

今治海事クラスターでは、国際海事展バリシップが回を重ねるごとに大きな盛り上がりを

見せ、その実行委員会である今治市海事都市交流委員会の結束が高まっている。同委員会

は、「未来の海事都市構想」「次世代の海事人材育成」を推進するために今治市に立地する海

運・造船・舶用企業と今治市の産官連携で運営されている。2024 年 11 月に今治市は海事都

市今治未来基金を創設し、同委員会構成企業から今治市へバリシップに使用可能な会場建

設に充てて欲しいと 2026 年 3 月までに 21 社による 33 億円という巨額の寄附が行われた。

この現象は、Nishiguchi and Tsujita(2017)が指摘するような非血縁者同士のビジネス関係にも

とづくコミュニティーの誕生であると認識できる。同委員会での活動を通じて、元来繋がり

の希薄であった者同士も成功体験にもとづいてより結束の固いコミュニティーに成長しよ

うとしている。その証拠に、今治海事クラスターのある経営者によれば、バリシップでの活

動から従来つながりのなかった今治の企業間での新たな取引関係も発生しているという。 

また、元サッカー日本代表監督岡田武史氏が設立した FC 今治への海事関係企業の出資も

１つのコミュニティーの誕生であろう。今治市内の海事関係者だけではなく大手海運会社

もスポンサーになっており、海事関係者の１つの結節点になっていることは間違いない。 

このような事実からも従来のクラスター論で議論されてきた経済メカニズムに加え、ミ

クロレベルのメカニズムを説明可能な「コミュニティー」は間違いなく今治を紐解く重要な

鍵概念となるだろう。 
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Abstract: 

Based on our previous exploratory research, this study aims to construct an analytical 

framework for elucidating the Imabari maritime cluster. Based on existing research, we 

identified types of industrial clusters and examined how the Imabari Maritime Cluster fits 

into that category. We then positioned existing research on Japanese industrial clusters 

and industrial agglomerations in the field of business administration within these 

industrial cluster types. Then, we selected an analytical framework for the Imabari 

maritime cluster, confirmed its potential and limitations, theoretically considered what is 

needed to overcome those limitations, and concluded by presenting an analytical 

framework that adds the perspectives of community capital and entrepreneurial activity I 

and II to the industrial cluster. 
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